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1. はじめに
多くの電子機器は小型化・高密度化が進んでおり，輸送

環境や使用環境によっては，軽微な腐食損傷が電子機器の

正常な動作に支障をきたすことがある．

腐食とは、ある条件下で金属の表面に損傷を与え，その

性質を変化させる化学反応のことを指す．電子機器内部の

基板表面で結露が発生し水の薄い膜が形成されることで，

電気分解を起こして損傷すると考えられる．その対策とし

て，内部の基板自体や電子機器に水や腐食を防ぐための加

工を施しているケースもある．

一般に，電子機器の耐湿性能を試験するには，湿温度サ

イクル試験が用いられる．湿温度サイクル試験では，検体

である電子機器近傍の温度や湿度を時間変化させて，検体

の耐性を評価する．しかし，腐食による故障を確認するた

めに電子機器を分解しなければならないというコスト面で

の問題をかかえている．他にも例を挙げると，朝冷え込ん

だ工場内で電子機器を動作させる場合，基板の発熱により

結露が誘因される．このとき故障を防ぐ運用が，人の経験

や勘に依存しており余分な作業コストを産む問題もある．

本研究では，腐食の原因を結露のみによるものと仮定す

る．そこで数値解析により結露の発生場所やメカニズムを

把握することで，実験検証や経験則に頼る必要がなくなり，

コストを削減することができる．以上のことからスマート

フォンをモデルとし，内部に発生する水膜の発生傾向を数

値解析によって把握することを目的とする．

2. 支配方程式
2.1 基礎方程式　

本研究では，Fig.1 のようなモデルを用いる．流れは二

次元の非圧縮性粘性流れを想定し，流体内の熱移動と固体

内の熱伝導を同時に計算する．したがって，流れの支配方

程式は運動方程式と連続の方程式，熱計算の支配方程式は

エネルギ方程式と熱伝導方程式であり，以下のように記述

される．

ρ

[
∂u

∂t
+(u ·∇)u

]
= −∇p+µ∇2u+ ρg ( Ωf 内 ) (1)

∇ · u = 0 ( Ωf 内 ) (2)

ρ

[
∂T

∂t
+ (u · ∇)T

]
=

κ

cv
∇2T ( Ωf 内 ) (3)

∂T

∂t
= a∇2T ( Ωs 内 ) (4)

Fig. 1 Computational model of smartphone

ここで，tは時間，uは速度，pは圧力，ρは密度，µは粘

性係数，cv は比熱，κは流体の熱伝導率，aは固体の熱伝

導率，g は外力であり浮力を考える．Ωf は流体領域，Ωs

は筐体部の固体領域，Ωh は cpuを模した発熱体の固体領

域である．境界条件は後述する．
2.2 Penalization法　

本研究では，Fig.1の Γ1 と Γ2 で囲まれる長方形領域を

計算領域とし，流体領域 Ωf だけではなく，固体領域 Ωs，

Ωh も計算領域とする．そのために仮想境界法の一つであ

る penalization法を採用する．Penalization法では，固体

が占める領域 Ωs と Ωh を仮想的な流体が占めると考え，

Ωs と Ωh に条件

u = 0 ( Ωs，Ωh 内 ) (5)

を課す．この条件をペナルティ項として運動方程式 (1)に

組み込むと

ρ

[
∂u

∂t
+ (u · ∇)u

]
= −∇p+ µ∇2u

+ ρ(1− χ1 − χ2)g − ρλ(χ1 + χ2)u ( Ω内 ) (6)

となる．ここに Ω = Ωf ∪ Ωs ∪ Ωh である．λ はペナル

ティ係数， χ1，χ2 は次式で定義されるマスク関数である．

χ1 =

{
0 ( Ωf 内 )

1 ( Ωs 内 )
χ2 =

{
0 ( Ωf 内 )

1 ( Ωh 内 )
(7)

同様に，エネルギ方程式 (3)と熱伝導方程式 (4)に対して

も Penalization 法を適用する．マスク関数 χ1, χ2 を用い

ると，式 (3)，(4)を
∂T

∂t
+ (1−χ1)

[
(u · ∇)T − κ

ρcv
∇2T

]
= χ1a∇2T + λχ2(T̂h − T ) ( Ω内 ) (8)

のように一本の方程式にまとめることができる．ここに

T̂h は発熱体での温度を表す．式 (8)を解くことによって，

流体内の熱移動とスマートフォン筐体内の熱伝導を同時に

計算することができる．



2.3 境界条件　
Ωの境界 Γ1，Γ2 に対して

u = 0, T = T1 ( Γ1 上 ) (9)

u = 0,
∂T

∂n
= 0 ( Γ2 上 ) (10)

を課す．ここに n は境界に対して立てた外向き法線で

ある．

3. 支配方程式の離散化
3.1 空間方向の離散化　

空間方向の離散化には有限要素法を使用している．有限

要素には Fig.2のような三角形要素を用い，速度と圧力を

座標の一次多項式で近似している．式 (2)，(6)，(8) の弱

形式を導出し，空間方向に離散化すると以下の方程式を

得る．

ρeM
dU

dt
+ ρeA(U,V)U−HxP

+µeDU+ ρeFU = 0
(11)

ρeM
dV

dt
+ ρeA(U,V)V −HyP+ µeDV

− ρegβ(1− χe)M(T−T0) + ρeFV = 0 (12)

HT
x U+HT

y V = 0 (13)

M
dT

dt
+ (1− χ1e)

[
A(U,V)T+

κe

ρecve
DT

]
+χ1eaeDT−G(T̂h −T) = 0

(14)

ここで，ρe，µe，χ1e，χ2e は各要素での物性値とマスク

関数であり，χe は χe = χ1e + χ2e を，β は体膨張計洲

を表す．また，M は集中化した質量行列，A(U,V)U，

A(U,V)V，A(U,V)Tは移流項，DU，DV，DTは拡

散項，HxP，HyPは圧力項，FU，FV，G(T̂h −T)は

ペナルティ項，ρegβM(T0 −T)は外力である浮力項を表

している．
3.2 時間方向の離散化と時間進行法　

本研究では時間方向の離散化には差分法を用いる．時間

軸を一定の長さ ∆tの小区間に分割し，時刻 tn = n∆tと

時刻 tn+1 = (n + 1)∆tに挟まれた代表的な区間に注目す

る．物理量の時刻 tn における値を知り，時刻 tn+1 の値を

求めるものとして，式 (11)-(14) を時間方向に離散化する

と式 (15)-(18)を得る．

M
Un+1 −Un

∆t
+ ρeA(Un ,Vn)Un −HxP

n+1

+µeDUn + ρeFU
n = 0

(15)

M
Vn+1 −Vn

∆t
+ ρeA(Un ,Vn)Vn −HyP

n+1 + µeDVn

−ρegβ(1− χe)M(Tn −T0)+ρeFV
n = 0 (16)

HT
x U

n+1 +HT
y V

n+1 = 0 (17)

(a)Velosity (b)Pressure

Fig. 2 Triangular elements

M
Tn+1 −Tn

∆t
+ (1− χ1e)

[
A(Un ,Vn)Tn +

κe

ρecve
DTn

]
+ χ1eaeDTn −G(T̂h −Tn) = 0 (18)

ここに，上付き添え字 n，n + 1 はそれぞれ時刻 tn，tn+1

における値であることを表す．式 (15)-(17)を Fractional-

step 法の一つである SMAC 法 (2) を用いて解く．SMAC

法により得られる線形代数方程式はマトリックスフリー共

役勾配法 (3)を用いて求解する．また，温度は n+1ステッ

プの速度と圧力から式 (18)を用いて導出する．

4. 気相と液相の識別法
本解析では，結露現象による水滴の生成を扱う．そこで

気相と液相の識別に VOF 法を用いる．VOF 法は気液 2

相流において，気相と液相を識別するための手法で，次式

で定義される VOF関数 ϕを用いる．

ϕ =

{
0 ：気相

1 ：液相
(19)

VOF 関数 ϕ は要素内での液体の体積比率を表している．

0 < ϕ < 1のとき，その要素内に自由表面が存在すること

を意味する．密度と粘性係数は VOF関数 ϕにより次式か

ら決定される．

ρ(ϕ) = ρg(1− ϕ) + ρlϕ (20)

µ(ϕ) = µg(1− ϕ) + µlϕ (21)

ここに ρg，ρlはそれぞれ気体と液体の密度を表し，µg，µl は

それぞれ気体と液体の粘性係数を表す．

5. 結露発生のシミュレーション法
結露という気相から液相への相変化を扱う手法として温

度回復法 (4) を導入する．温度回復法は相変化を考慮しな

い熱伝導計算を行い，潜熱放出に相当する温度分の相変化

が生じると仮定して計算を行う．利点として求まる相変化

量を流体の体積率，つまり VOF関数として直接利用でき

ることがあげられる．以下に計算の流れを示す．

1. エネルギ方程式より相変化のない状態の温度分布を求

める．

2. 微小時間 ∆t 間の，液相線温度 TL からの温度低下量

∆T (= TL − Tn+1)を求める．

3. ある領域 (体積 V )において ∆T > 0であれば凝縮が

生じ，放出される潜熱放出量 Qs が次式で導かれる．

Qs = ρcvV∆T (22)



4. ここである領域で液相率 ϕが ∆ϕ増大したとすると，

潜熱放出量 Qs は次式で示される．

Qs = ρV∆ϕ · L (23)

ここで Lは潜熱を示す．

5. 熱を放出する代わりに式 (22)，(23)より，凝縮量

∆ϕ = cv
∆T

L
(24)

を導く．

6. 凝縮量を以下の式より更新し，基礎方程式に相変化量

を考慮する．

ϕ = ϕ+∆ϕ (25)

また，液相線温度を求めるため，飽和水蒸気圧曲線 (5) を

利用する．想定する温度条件が 0～100℃であることから，

Fig.3に示す温度範囲を考える．蒸気表のデータは 1℃ご

との離散データであることから，各データ間を補間する

必要がある．そこで式 (26) に示す線形補間式により離散

データから飽和水蒸気圧 Ps を算出する．

Ps − Ps0

Ps1 − Ps0
=

Ts − Ts0

Ts1 − Ts0
(26)

ここに Ts は基準温度，Ts0, Ts1, Ps0, Ps1 は飽和水蒸気圧

曲線上の Ts の前後の離散データである．式 (26)により求

められた Ps と湿度 U [%RH]から，露点水蒸気圧 Pdew は

Pdew = Ps ×
U

100
(27)

により算出される．式 (27) により得られた水蒸気圧を

線形補間式 (26) の Ps に代入し，各パラメータを水蒸気

圧 Pdew の前後の値に修正することで露点温度 Tdew を求

める．TL = Tdew として露点温度と要素平均温度を比較

し，結露する場合は露点温度より要素平均温度が低くなり

∆T > 0となるため，温度回復法を用いて式 (24)，(25)に

より VOF関数 ϕへ結露量を反映させる．ここで要素平均

温度は全領域の要素平均とスマートフォンモデル内の要素

平均の 2種類を用いる．

Fig. 3 Saturated vapor pressure curve

6. 計算のアルゴリズム
本研究の計算アルゴリズムを以下に示す．入力データは

気相と液相の密度と粘性係数，壁境界や固体部での温度条

件である．また，初期条件として各要素にマスク関数 χ1，

χ2 と VOF関数 ϕを与える．

1. 物性値から VOF関数 ϕとマスク関数 χ1，χ2 を決定

する．物性値は三角形要素内で一定とする．

2. 流れの支配方程式を解き，SMAC法から時刻 tn+1 の

速度，圧力を求める．

3. エネルギー方程式を解き，相変化前の温度分布を求

める．　

4. 温度回復法から，相変化計算をする．

5. 時間を ∆tだけ進めて，手順 1から繰り返す．

7. 数値計算
7.1 固体内熱伝導を考慮した自然対流の計算　

2 節で提案した流体内の熱移動と固体内の熱伝導の同

時計算法を検証するために，Fig.4 に示す計算モデルで

解析を行った．計算条件は u0 = 0[m/s]，p0 = 0[Pa]，

T0 = 20[℃]，熱拡散率を a = 98.8 × 10−6[m2/s]，密

度や粘性係数，比熱は空気の 20[℃] での物性値であ

る ρg = 1.205[kg/m3]，µg = 1.81 × 10−5[kg/m · s]，
cv = 1.0045[kJ/kg·K]，重力加速度を g = 9.81[m/s2]，

ペナルティ係数を λ = 103[/s]，時間増分を∆t = 10−3[s]，

計算ステップ数を 1000万ステップ，要素数 10,000，節点

数 5151，温度境界条件には左壁に T1l = 40.0[℃]，右壁に

T1r = 0.0[℃]を与える．

Fig.5 に示す自然対流計算と Fig.6 に示す固体熱伝導計

算を個別に計算した結果と本計算結果の比較を Fig.7，8に

Fig. 4 Computional model of heat transfer

Fig. 5 Model of Natu-

ral convection
Fig. 6 Model of Solid

heat transfer



示す．白丸は流体部の自然対流のみ，白四角は固体内熱伝

導のみの結果を表す．Ta には Fig.4 の (x, y) = (0.5, 0.5)

で t = 10000[s] に得られた 21.821840[℃] を，Tb には

Fig.4 の (x, y) = (1.5, 0.5) で t = 10000[s] に得られた

18.178160[℃] を与える．Fig.7 の x = 0.5，1.5 付近には

速度の大きさに差が見られ，また Fig.8の 0 ≤ x ≤ 0.5と

1.5 ≤ x ≤ 2.0 の温度分布にも差が見られる．これは流体

領域から固体領域への伝熱の影響と考えられ，複合的な計

算の結果であると考察される．以上の計算により，一部の

結果を除いて定量的に良好な結果が得られた．

Fig. 7 Comparisons of velocity distribution at t = 10000[s]

Fig. 8 Comparisons of temperature distribution

of cross-section y=0.5 at t =10000[s]

7.2 スマートフォン内の結露発生の計算　

Fig.1 に示すモデルを用いて，スマートフォン内での

結露発生のシミュレーションを行った．温度回復法を

導入した計算モデルにおいて，結露解析を行った．計

算領域は 0.5[m]×0.2[m] の結露サイクル試験機内部を

想定し，スマートフォンは 140[mm]×20[mm] とした．

スピーカー部には 10[mm] の穴，マイク部には 4[mm]

の穴を設け，厚さ 5[mm]，幅 50[mm] の発熱体の温度

変化により筐体内に周辺の空気が流出入するよう設定

した．計算条件は熱拡散率を a = 98.8 × 10−6[m2/s]，

密度や粘性係数，比熱は空気と水の 20[℃] での物性値

である ρg = 1.205[kg/m3]，µg = 1.81 × 10−5[kg/m · s]
，cvg = 1.0045[kJ/kg ·K]，ρl = 998[kg/m3]，µl = 1.31 ×
10−3[kg/m · s]，cvl = 4.18[J/kg ·K]，湿度を 60[%]，重力

加速度を g = 9.81[m/s2]，ペナルティ係数を λ = 104[/s]，

時間増分を ∆t = 10−4[s]，計算ステップ数を 300 万ス

テップ，要素数 12,000，節点数 6,171，T1 は一定時間後に

0.0[℃] と設定し，発熱体には Th = 25[℃] を一定に与え，

初期条件は u0 = 0[m/s]，p0 = 0[Pa]，T0 = T1 = 25[℃]

とした．

計算結果を Fig.9，10 に示す．Fig.9 においてベクトル

は速度分布を，コンターは VOF 関数を示し，Fig.10 に

おいては等高線は温度分布を，コンターは VOF関数を示

している．温度境界付近での結露が Fig.9において確認で

き，筐体部（χ1 = 1）の領域の熱伝導や空気中での熱対流

も確認できる．Fig.10はスマートフォン周辺を拡大した図

であり，発熱体近くは冷やされて温度差が顕著であること

やマイク部で結露していることが確認できる．

Fig. 9 Distribution of velocity vector and VOF

function ϕ at t =300[s]

Fig. 10 Distribution of of VOF function ϕ around

a smartphone at t =300[s]

8. おわりに
温度変化によるスマートフォン内の結露発生シミュレー

ションのための計算手法を構築した．Penalization法を用

いて，固体内の熱伝導と流体内の熱移動を同時に計算する

手法を提案した．また，VOF法と温度回復法を併用して，

結露現象を計算する手法を提案した．スマートフォンモデ

ルでの結露解析において，水膜成長や表面張力を考慮する

ことに関して改良の余地は残すものの，本手法はマクロ視

点での結露解析を扱う手法として有効であることを確認

した．
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